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令和５年度に係る財政的援助団体等監査の結果に対する措置状況 

 

第１  監査の結果の報告 

令和５年度に係る財政的援助団体等監査の結果については、令和７年５月27日に議会、

知事及び教育委員会に報告（令和７年５月27日付け北海道公報第610号で公表）した。 

第２ 監査の結果に基づき講じた措置 

 １  指摘事項に対する措置 

監査実施団体等 指  摘  事  項 講  じ  た  措  置 

北空知衛生セ

ンター組合 

 (1) 地域づくり総合交付金において、

葬斎場施設整備に係る工事費等を補

助の対象とし、建築一式工事の契約

後に杭工事と敷鉄板の敷設工事を追

加の工事として、別に契約を行って

いたが、それら追加工事は、契約

上、建築一式工事の設計変更として

扱うべきものであり、当該建築一式

工事の諸経費率よりも高い諸経費率

で積算を行ったことから、交付対象

経費は88万円過大となり、交付金が

50万円過大となっていた。 

 当該団体に対し、工事等の契約に

当たっては、関係通知等に基づき、

適切な事務処理を行うよう指導しま

した。 

 また、過大に受領していた交付金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

社会医療法人

元生会 

 (2) 救急勤務医・産科医等確保支援事

業費補助金において、補助金の交付

額は、基準額と対象経費の実支出額

とを比較して少ない方の額を選定し

て算出することとされており、基準

額は救急勤務医が勤務した休日の日

中及び夜間の日数に、それぞれの単

価を乗じて算定されるが、救急勤務

医が診療した患者数に単価を乗じて

基準額を算定していたほか、休日に

該当しない日を含めて基準額を算定

したため、補助金が223万4,000円過

大となっていた。 

当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

医療法人雄心

会 

 (3) 感染症病床確保促進事業費補助金

において、病床確保料は、新型コロ

ナウイルス感染症患者を入院させる

ために確保した稼働病床等のうち入

院患者のいない病床が補助の対象と

当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金
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なるが、入院患者のいる病床を補助

対象として計上したため、補助金

482万8,000円が過大となっていた。 

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

社会医療法人

文珠会 

（4）感染症病床確保促進事業費補助金

において、病床確保料は、新型コロ

ナウイルス感染症患者を入院させる

ために確保した稼働病床等のうち入

院患者のいない病床が補助の対象と

なるが、入院患者のいる病床を補助

対象として計上したため、補助金49

万3,000円が過大となっていた。 

当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

社会福祉法人

瓔珞会 

（5）介護従事者確保総合推進事業費補

助金において、補助対象経費は道内

の介護福祉士養成施設等に在学する

外国人留学生に対する奨学金等の貸

付けに係る経費とされているが、実

際には貸し付けていない居住費など

の生活費に係る経費が含まれていた

ため、補助金12万円が過大となって

いた。 

 当該団体に対し、本事業における

補助対象経費の考え方に関し指導す

るとともに、団体の規程に基づき、

適切な事務処理を行うよう指導しま

した。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

一般社団法人

渡島管内さけ

・ます増殖事

業協会 

（6）種苗生産施設電気料金等高騰対策

支援事業補助金において、補助対象

経費の算定の基礎となる電力使用量

等の計上を誤ったことから、補助金

5万4,000円が過大となっていた。 

当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

独立行政法人

労働者健康安

全機構 

（7）感染症病床確保促進事業費補助金

において、病床確保料は、新型コロ

ナウイルス感染症患者を入院させる

ために確保した稼働病床等のうち入

院患者のいない病床が補助の対象と

なるが、入院患者のいる病床を補助

対象として計上したため、補助金10

万8,000円が過大となっていた。 

当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 
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ホクレンくみ

あい・雪印飼

料株式会社 

（8）企業立地促進費補助金において、

工場の新設に係る投資額等を補助の

対象とし、補助対象投資額のうち、

共用部分に係る補助対象投資額は、

建物の補助対象面積と対象外面積の

比により算定することとされている

が、按分方法を誤ったため、補助対

象経費が過大となり、令和４年度か

ら６年度までの交付済みの補助金の

うち、392万5,000円が過大となって

いた。 

当該団体に対し、補助金額の算定に

当たっては、関係通知等を遵守し、

適切な事務処理を行うよう指導しま

した。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

独立行政法人

地域医療機能

推進機構 

（9）感染症病床確保促進事業費補助金

において、病床確保料は、新型コロ

ナウイルス感染症患者を入院させる

ために確保した稼働病床等のうち入

院患者のいない病床が補助の対象と

なるが、入院患者のいる病床を補助

対象として計上したため、補助金29

万円が過大となっていた。 

 当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

 

医療法人北翔

会 

（10）介護サービス提供基盤等整備事業

費補助金において、補助事業等を行

うために必要な調達を行う場合は、

原則として一般競争入札によるもの

とされているが、多床室の個室化整

備工事等の契約を行う際に、契約の

相手方としての適格性を確認せず

に、特段の理由もなく随意契約によ

り契約を締結していた。 

 当該団体に対し、補助事業等を行

うために必要な調達を行うに当たっ

ては、原則として一般競争入札によ

る契約手続を行うとともに、関係通

知等を遵守し、適切な事務処理を行

うよう指導しました。 

医療法人やわ

らぎ 

（11）介護サービス提供基盤等整備事業

費補助金において、補助事業等を行

うために必要な調達を行う場合は、

原則として一般競争入札によるもの

とされているが、多床室の個室化整

備工事の契約を行う際に、契約の相

手方としての適格性を確認せずに、

特段の理由もなく随意契約により契

約を締結していた。 

 

 当該団体に対し、補助事業等を行

うために必要な調達を行うに当たっ

ては、原則として一般競争入札によ

る契約手続を行うとともに、関係通

知等を遵守し、適切な事務処理を行

うよう指導しました。 
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学校法人伊達

育英学園 

（12）予算に重要な変更を加えようとす

るときは、理事会の議決を得なけれ

ばならないが、団体が作成した資金

収支計算書等の予算の額は、当初予

算から変更した額となっており、こ

の額は理事会の議決を得ていなかっ

た。 

なお、平成25年度監査においても

同様の事例があり、改善が図られて

いなかった。 

 当該団体に対し、予算の重要な変

更に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

  ２ 指導事項に対する措置 

   (1) 団体に関するもの 

項    目 指  導  事  項 講  じ  た  措  置 

ア 事 業 の  

執行に関 

するもの 

  

 (ｱ) 学校法人は、毎会計年度、事業計

画を作成しなければならないが、こ

れを行っていないものがあった。 

 当該団体に対し、事業計画の作成に

当たっては、関係通知等を遵守し、適

切な事務処理を行うよう指導しまし

た。 

 (ｲ) 酪農生産基盤確保対策事業費補助

金において、令和５年度の補助金交

付申請に当たっては、令和４年度に

過大な飼養頭数により同補助金が交

付されていた場合、令和４年度の超

過頭数を控除して申請することとさ

れていたが、控除頭数に誤りがあっ

たため、補助金が過大となっている

ものがあった。 

 当該団体に対し、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導し

ました。 

 また、過大に受領していた補助金に

ついては、返還の手続を行い、当該金

額の返納を確認しました。 

 (ｳ) 農地耕作条件改善事業交付金にお

いて、湧水処理の定額助成について

は、10メートル未満を切り捨てた施

工延長に助成単価を乗じて金額を算

出することとされているが、これを

切り捨てずに算出したため、交付金

が過大となっているものがあった。 

 当該団体に対し、交付金額の算定に

当たっては、関係通知等を遵守し、適

切な事務処理を行うよう指導しまし

た。 

 また、過大に受領していた交付金に

ついては、現在返還手続中です。 

 (ｴ) 救急勤務医・産科医等確保支援事

業費補助金において、補助金の交付

額は、基準額と対象経費の実支出額

とを比較して少ない方の額を選定し

 当該団体に対し、補助金額の算定に

当たっては、関係通知等を遵守し、適

切な事務処理を行うよう指導しまし

た。 
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て算出することとされており、基準

額は、救急勤務医については、勤務

した休日の日中及び夜間の日数に、

それぞれの単価を乗じて算出される

が、休日に該当しない日を含めて基

準額を算出したため、補助金が過大

となっているものがあった。 

 また、過大に受領していた補助金に

ついては、返還の手続を行い、当該金

額の返納を確認しました。 

イ  支出に 

関するも 

の 

 (ｱ) 会食に係る食糧費の執行につい

て、団体の規程では、道の交際費・

食糧費事務取扱要綱等を準用するこ

ととされており、事務事業を推進す

るために必要な場合に限って実施

し、執行人数も必要最小限度のもの

にとどめることとされているが、食

糧費の執行決定書には会食の必要

性、理由について記載されておら

ず、その妥当性について確認できな

いものがあった。 

 当該団体に対し、会食に係る食糧費

の執行に当たっては、団体の規程に基

づき、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 (ｲ) 講習会講師に支払した旅費につい

て、所得税等の源泉徴収を行い、国

に納付しなければならないが、これ

らの手続きを行っていないものがあ

った。 

 当該団体に対し、所得税法等に基づ

き、適切な事務処理を行うよう指導し

ました。 

 また、源泉徴収すべきであった所得

税等については、当該団体が講師から

返還を受け、国へ納付したことを確認

しました。 

ウ  その他 

団体の経 

理に関す

る も の 

 (ｱ) 令和５年度の老人福祉施設等整備

事業費補助金及び介護サービス提供

基盤等整備事業費補助金において、

これらの事業に係る予算の補正を、

事業完了後の令和６年度に開催され

た理事会において行っていたほか、

当該補正予算の内容を、令和５年度

決算に係る資金収支計算書に記載し

ていないものがあった。 

 当該団体に対し、事業の執行のため

の予算措置については、事業執行年度

に行うよう指導するとともに、団体の

規程に基づき、適切な事務処理を行う

よう指導しました。 

 

(ｲ) コンソーシアム構成員間で交わし

た連合体協定書によれば、代表者

は、道との協定に基づく、協議、報

告、通知その他の行為を行うに当た

当該団体に対し、協議、報告、通知

その他の行為を行うに当たっては、コ

ンソーシアム構成員間で交わした連合

体協定書を遵守し、適切な事務処理を
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っては、運営委員会の決定に従うこ

ととされているが、事業計画及び事

業報告について、運営委員会の決定

を経ずに、道への報告を行っている

ものがあった。 

行うよう指導しました。 

 
  

   (2) 道の部局に関するもの 

項    目 指  導  事  項 講  じ  た  措  置 

 ア 補助事業者において、補助対象と

ならない経費を含めて補助対象とし

たことなどにより、補助金が過大と

なっているものがあった。 

  これらのことから、所管部局にお

いて、補助金の額の確定を適正に行

うとともに、団体に対して事務処理

を適切に行うよう指導することが必

要なものが９件あった。 

 当該団体に対し、過大に受領してい

た補助金については、返還の手続を行

い、当該金額の返納を確認しました。 

 また、補助金の額の確定に当たって

は、提出された実績報告等の書類を十

分精査し、必要に応じて現地調査を実

施するなど、適切な事務処理に努めま

す。 

イ 補助事業者において、工事の契約

を行う際に、契約の相手方としての

適格性を確認せずに、特段の理由も

なく随意契約により契約を締結して

いるものがあった。 

  このことから、一般競争入札に係

る手続などの事務処理を適切に行う

よう団体を指導することが必要なも

のが２件あった。 

当該団体に対し、補助事業等を行う

ために必要な調達を行うに当たって

は、原則として一般競争入札による契

約手続を行うとともに、関係通知等を

遵守し、適切な事務処理を行うよう指

導しました。 

ウ 補助事業者において、予算に重要

な変更を加えようとするときは、理

事会の議決を得なければならない

が、理事会の議決を得ずに、資金収

支計算書等の予算の額を当初予算か

ら変更した額としているものがあっ

た。 

 このことから、事務処理を適切に行

うよう団体を指導することが必要な

ものがあった。 

 当該団体に対し、予算の重要な変更

に当たっては、関係通知等を遵守し、

適切な事務処理を行うよう指導しまし

た。 
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３ 検討事項に対する措置 

項    目 指  導  事  項 講  じ  た  措  置 

 アイヌ協会活動促進費補助金のう

ち、アイヌ福祉資金などの貸付事業に

ついては、貸付予定金額を補助対象経

費として同補助金が交付され、同補助

金の交付を受けた団体は、同補助金及

び貸付償還金を原資として基金を造成

し、上記貸付事業を実施している。 

しかし、当該基金残高は、令和４年

度末で3,039万1,200円、令和５年度末

で3,317万1,200円となるなど、増加傾

向にある一方、貸付額については令和

４年度で300万円、令和５年度で260万

円と横ばいのほか、貸付償還額につい

ては、令和４年度で391万5,625円、令

和５年度で296万8,000円とそれぞれ貸

付額を上回る状況になっている。 

このため、前記貸付事業に係る同補

助金について、基金残高の有効活用を

踏まえた補助金算定方法や補助対象経

費の見直しなど、補助のあり方につい

て検討する必要がある。 

 貸付事業の原資については、専門家

への相談結果も踏まえ、基金残高を活

用するとともに、貸付メニューの拡大

や、貸付上限の引上げなど、補助のあ

り方について多角的に見直すこととし

ました。 

 

 


